高知県地域経済活性化拠点施設整備等事業実施要領
第１　目的

この要領は、高知県地域経済活性化拠点施設整備等事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第21条の規定に基づき、高知県地域経済活性化拠点施設整備等事業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

第２　補助対象事業

要綱第３条第１号及び第２号の「知事が別に定める要件」は、別表第１に定めるとおりとする。

第３　事業実施主体

要綱第５条第２号に規定する「まちづくり会社」とは、次のすべてに該当するものをいう。

（１）　まちづくりの推進を図ることを目的に設立された法人であって、市町村長の意見を踏まえて、知事が地域経済の活性化に資する法人と認めたもの

（２）　事業を遂行するに足りる適切な能力及び資力（必要な資金の額及びその調達方法を含む資金計画の実現が見込まれること。特に、資金調達コスト及び事業収益を勘案して、持続的なキャッシュフローを確保し、融資返済及び資金回収が可能であること。）を有していること

第４　事業実施主体への直接補助

　要綱第６条第１号に規定する「直接補助することが適当であると認められる場合」とは、市町村の予算化を待たずに直ちに事業実施する必要がある等と判断したものをいう。

第５　補助金の交付の申請及び地域経済活性化計画の認定の手続き
１　補助事業者は、要綱第８条第１項に基づいて交付申請書を知事に提出する際には、別表第２に定める書類を添付するものとする。

２　要綱第８条第１項ただし書の規定する「知事が別に定める手続き」は、「高知県地域経済活性化計画認定要領」によるところとする。
第６　補助事業の重要な変更

　要綱第12条第６号の「知事が別に定める補助事業の内容の重要な部分に関する変更」は、次のとおりとする。

（１）参考様式４による資金計画表の資金調達区分間の配分の20パーセントを超える変更

（２）交付決定時又は変更承認時に予定していなかった工事、設備、備品等の追加

第７　実績報告等

要綱第14条第１項の「知事が別に定める書類」は次のとおりとする。
１　地域経済活性化計画策定事業
（１）市町村が事業実施主体の場合
　　　ア　委託契約書（契約を変更した場合にあっては、その事実を確認することができる書類）の写し（補助事業分に限る。）
イ　委託の完了検査調書の写し
ウ　領収書の写し、会計伝票の写し又はこれに類する書類（支払が完了していない場合にあっては、請求書の写し）
エ　アからウのほか、実施した事業の内容が分かる資料
（２）市町村以外が事業実施主体の場合（間接補助）
　　　ア　（１）のア及びウに掲げる書類
イ　市町村の補助金交付決定通知の写し 
ウ　市町村の補助金検査調書の写し

エ　アからウのほか、実施した事業の内容が分かる資料

（３）市町村以外が事業実施主体の場合（直接補助）

ア　（１）のア及びウに掲げる書類
イ　アのほか、実施した事業の内容が分かる資料

２　地域経済活性化拠点施設整備事業
（１）市町村が事業実施主体の場合
ア　工事請負又は委託等の契約書（契約を変更した場合にあっては、その事実を確認することができる書類）の写し（補助事業分に限る。）

イ　工事請負又は委託等の完了検査調書の写し
ウ　工事出来高設計書
エ　完成写真（施工前及び施工後が対比することができるもの。必要に応じて施工中の写真も添付すること。）
オ　平面図（建物の場合は、立面図を含む。）

カ　領収書の写し、会計伝票の写し又はこれに類する書類（支払が完了していない場合にあっては、請求書の写し）

キ　取得価格又は効用の増加価格が50万円を超える取得財産等がある場合は、取得財産等管理明細表（要綱別記第13号様式）

ク　アからキのほか、実施した事業の内容が分かる資料

（２）市町村以外が事業実施主体の場合（間接補助）

ア　（１）のア及びウからキに掲げる書類

イ　市町村の補助金交付決定通知の写し 
ウ　市町村の補助金検査調書の写し

エ　アからウのほか、実施した事業の内容が分かる資料

（３）市町村以外が事業実施主体の場合（直接補助）

ア　（１）のア及びウからキに掲げる書類
イ　国の補助金又は交付金の確定通知書の写し（確定していない場合にあっては、実績報告書の写し）
ウ　ア及びイのほか、実施した事業の内容が分かる資料

第８　委任

この要領に定めるもののほか、高知県地域経済活性化拠点施設整備等事業の実施に関し必要な事項は、知事が別に定める。　

附　則

１　この要領は、平成30年６月25日から施行する。
附　則

　この要領は、平成31年４月１日から施行する。
附　則

　この要領は、令和２年６月15日から施行する。
